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将来に備えて知っておくべき将来に備えて知っておくべき！！

　国土交通省が発表した2020年の基準地価（7月
1日時点）では、全国2万カ所の調査地点のうち、下
落地点数の割合が60.1%と、2015年以来５年ぶり
に６割を超えました。また、上昇地点数は21.4%に
とどまりました。
　今回の地価下落の要因の一つは、新型コロナウ
イルスの感染拡大によるインバウンド客の消失と
考えられます。特に繁華街やホテルが集まる都市
部の商業地が苦戦し、全体を押し下げました。この
地価下落に、路線価や公示地価も連動すると予想
されます。
　相続財産に不動産が含まれている場合、不動産
の価格は課税される相続税額にも影響します。ま
た、株式などの有価証券も、価格が変動するもので
す。価格が変動する相続財産がある場合は、市場
価格や相場の変動を定期的にチェックしましょう。

08
2021

TOPICS

今からできる相続対策

生前贈与の
特例活用方法

P3

暮らしとお金の教養講座

民法改正でどうなる？
知っておきたい
賃貸借契約上の変更点

P4

相続後の運用で揉めてしまう!?
『不動産の共有名義』の
デメリット

P2 資産安心コラム

数字で見る相続

下落地点数が６割超え！
コロナの影響は？



相続と税金のことがよく分かる相続と税金のことがよく分かる！！

　国土交通省が発表した2020年の基準地価（7月
1日時点）では、全国2万カ所の調査地点のうち、下
落地点数の割合が60.1%と、2015年以来５年ぶり
に６割を超えました。また、上昇地点数は21.4%に
とどまりました。
　今回の地価下落の要因の一つは、新型コロナウ
イルスの感染拡大によるインバウンド客の消失と
考えられます。特に繁華街やホテルが集まる都市
部の商業地が苦戦し、全体を押し下げました。この
地価下落に、路線価や公示地価も連動すると予想
されます。
　相続財産に不動産が含まれている場合、不動産
の価格は課税される相続税額にも影響します。ま
た、株式などの有価証券も、価格が変動するもので
す。価格が変動する相続財産がある場合は、市場
価格や相場の変動を定期的にチェックしましょう。

08
2021

TOPICS

今からできる相続対策

生前贈与の
特例活用方法

P3

暮らしとお金の教養講座

民法改正でどうなる？
知っておきたい
賃貸借契約上の変更点

P4

相続後の運用で揉めてしまう!?
『不動産の共有名義』の
デメリット

P2 資産安心コラム

相続・贈与相談相続・贈与相談
センターマガジンセンターマガジン

下落地点数が６割超え！
コロナの影響は？

数字で見る相続



相続後の運用で揉めてしまう!?
『不動産の共有名義』のデメリット

相続時、基本的に不動産は
法定相続人の共有となる
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資産安心コラム

修繕や、無断で占有している人の
排除など

短期的な賃貸借契約の
締結・解除など

売却や贈与、解体や建物の
建築など

単独で行うことが
できる

持分割合の過半数の
同意が求められる

所有者全員の同意が
必要となる

保存

管理

変更

　相続財産のうち預貯金や現金などは、相続人
同士で分割することができる財産です。このよう
な財産は、基本的に法定相続割合でそれぞれの
相続人が相続することになります。
　一方、不動産は『不可分財産』と呼ばれ、自動
的に分割することができません。そのため、法定
相続人全員の共有という形をとり、遺産分割の話
し合いで誰が相続するかを決めていきます。
　もし、不動産を共有名義のままにしておくと、後
で困ることもあるため注意が必要です。たとえば、
一つの不動産を兄と妹で２分の１ずつ共有し、兄
はこのまま所有し続けたいと考え、妹は不動産を
売却したいと考えているとします。この場合、不動
産の売却には共有者である兄の同意が必要とな
ります。一方、妹が単独で所有していれば自由に
売却することができます。
　共有名義の場合、このように不動産を処分した
り何らかの手を加えたりしたいときに共有者の同
意が必要になり、煩雑です。共有者同士良好な
関係性を築けていればよいですが、仲の悪い兄
弟が共有していたり、一方が亡くなって子どもが
相続し、次の世代に引き継いでいくと、さらに事態
は複雑化してしまいます。

●共有不動産を保存・管理・変更したいとき

遺産を相続するとき、相続人が複数になるケースは非常に多いでしょう。相続財産に不動産が
ある場合、これを複数の相続人の共有名義にすると相続後の運用で揉めるリスクがあります。
今回は、不動産を共有することのデメリットとその回避策について解説します。

ｰ 2 ｰ

　また、共有の場合、『登記上の所有者』『実際
の使用者』『固定資産税を支払っている者』『修
繕や維持費用を出した者』が一致しないことが多
くあります。そうなると、「私が固定資産税や修繕
費用を払っているのに、それらを全く負担していな
い使用者と所有権が２分の１ずつなのは不公平
だ！」などと、揉めてしまうこともあります。
　このように、不動産を共有名義にしておくと、そ
の後の手続きが煩雑になるほか、揉めごとが発
生するリスクも高まります。これを防ぐためには、
①遺言書で渡したい相続人を指定しておく
②生前贈与を使って渡しておく
③現金など分割しやすい財産も準備し、不動産
　は兄、現金は妹とするなど、遺産分割で揉めな
　いようにする
④分筆可能な土地があれば事前に分筆し、
　遺産分割をしやすい状態にしておく
⑤民事信託や配偶者居住権などの利用を
　検討する

　不動産の所有者は、生きているうちに、相続人
の立場を踏まえたうえで、相続計画を立てておくと
よいでしょう。



土地の相続対策にアパートを建設
節税のしくみと意外な落とし穴とは

思いがけない落とし穴
赤字になる前にしっかり検討を

なぜ節税効果があるのか
借り入れで建てた賃貸物件

今からできる相続対策
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　借り入れたお金を投資して、持っている土地に
賃貸物件を建てた場合、相続税上の建物評価額
は固定資産税評価額ベースで算出されることに
なります。さらに、持っていた土地の評価額も『貸
家建付地』として評価し直されます。これらにより、
お金・土地の形で財産相続するのに比べ、税負
担をかなり少なくすることができます。

　このように、仕組みだけ見ているとメリットばか
りのように見えますが、賃貸物件を保有するとな
れば、そこにはリスクが存在します。具体的には、
『賃貸物件の経営にかかるリスク』と、『ローン金
利の変動リスク』、『長生きリスク』です。順に説明
していきます。

スタンダードな相続税対策として、住宅ローンなどの借入金を利用し、未活用の土地の上に、
賃貸アパート・マンションを建てる方法があります。土地とお金を『賃貸物件』に変え、相続時
の評価額を下げることで節税につなげることができます。
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　では、相続税対策のために賃貸物件を建てた
場合、どんなリスクがあるのでしょうか。

・賃貸物件の経営にかかるリスク
　高いお金を投資して建てたのに空室が多い、
設備の不具合やリフォームで一度に多額のお金
が飛ぶなど、経営が危うくなることもあります。

・ローン金利の変動リスク
　いまは未曽有の低金利ですが、この状態がい
つまで続くのかは誰にもわかりません。金利の変
動で返済が大変になる可能性もあります。

・長生きリスク
　そもそも相続間近だと思って賃貸物件を建て
たのに、相続までの期間が長くなり、設備や建物
の減価償却が進んで税金が増えて、支払うお金
が増えてしまうといったリスクも存在します。

　このように、住宅ローンを組んで賃貸物件を建
てるという方法は、有効な節税方法である反面、
状況によってはマイナスにも転びかねません。「本
当に借金をしてまで賃貸物件を購入して大丈夫
か？」は慎重に判断しましょう。
　ちなみに、よくある勘違いのパターンが「借り入
れ金があるから相続税が減る」と思ってしまうこと。
確かに、借りたお金はマイナスの財産ですが、自
己資金を投下して不動産を購入するのと相続上
では変わりがなく、課税額も変化しませんので、注
意しましょう。
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相続と税金のことがよく分かる !  相続・贈与相談センターマガジン

　成年後見制度は、まだ十分な判断能力があるうち
に後見人をつける『任意後見制度』と、認知症などに
なってしまった後で法的に後見人をつける『法定後
見制度』に分けられます。
　いずれの場合も、成年後見人が行うことができるの
は、本人の療養看護に関する法的なサポートや、本
人のための財産管理（処分など限定的）です。具体
的には、本人名義の預貯金や不動産などの財産管
理や処分、日用品の購入や支払、年金の管理、介護
サービスの契約や支払、自宅の管理や賃料の支払な
どです。成年被後見人の不利益になる行為はしては
いけないので、本人の財産を勝手に親族に贈与する
ことや、本人が所有している不動産の積極的な運用
や投資などは、原則としてできません。

遺産を相続するとき、相続人が複数になるケースは非常に多いでしょう。相続財産に不動産が
ある場合、これを複数の相続人の共有名義にすると相続後の運用で揉めるリスクがあります。
今回は、不動産を共有することのデメリットとその回避策について解説します。

　認知症には波があり、本人の調子がよいときもあり
ます。「念のために成年後見人をつけておき、調子が
よくなったら外せばいい」と軽く考えていると注意が必
要です。任意後見であれ法定後見であれ、成年後見
人を外すときには正当な事由がなければならず、裁
判所の許可（申立てや監督人の選定など）が必要に
なるからです。
　また、子どもや親族など、本人の近くにいて日常的
にお世話ができる人が成年後見人になるケースもあ
れば、弁護士や司法書士などの専門家に依頼する
ケースもあります。後者の場合は報酬が発生し続ける
ことも考慮しなくてはなりません。
　成年後見制度の利用は、以上を踏まえたうえで慎
重に判断することが肝要です。

ｰ 4 ｰ



相続後の運用で揉めてしまう!?
『不動産の共有名義』のデメリット

相続時、基本的に不動産は
法定相続人の共有となる

相続時、基本的に不動産は
法定相続人の共有となる

暮らしとお金の教養講座

相続と税金のことがよく分かる !  相続・贈与相談センターマガジン

　成年後見制度は、まだ十分な判断能力があるうち
に後見人をつける『任意後見制度』と、認知症などに
なってしまった後で法的に後見人をつける『法定後
見制度』に分けられます。
　いずれの場合も、成年後見人が行うことができるの
は、本人の療養看護に関する法的なサポートや、本
人のための財産管理（処分など限定的）です。具体
的には、本人名義の預貯金や不動産などの財産管
理や処分、日用品の購入や支払、年金の管理、介護
サービスの契約や支払、自宅の管理や賃料の支払な
どです。成年被後見人の不利益になる行為はしては
いけないので、本人の財産を勝手に親族に贈与する
ことや、本人が所有している不動産の積極的な運用
や投資などは、原則としてできません。

遺産を相続するとき、相続人が複数になるケースは非常に多いでしょう。相続財産に不動産が
ある場合、これを複数の相続人の共有名義にすると相続後の運用で揉めるリスクがあります。
今回は、不動産を共有することのデメリットとその回避策について解説します。

　認知症には波があり、本人の調子がよいときもあり
ます。「念のために成年後見人をつけておき、調子が
よくなったら外せばいい」と軽く考えていると注意が必
要です。任意後見であれ法定後見であれ、成年後見
人を外すときには正当な事由がなければならず、裁
判所の許可（申立てや監督人の選定など）が必要に
なるからです。
　また、子どもや親族など、本人の近くにいて日常的
にお世話ができる人が成年後見人になるケースもあ
れば、弁護士や司法書士などの専門家に依頼する
ケースもあります。後者の場合は報酬が発生し続ける
ことも考慮しなくてはなりません。
　成年後見制度の利用は、以上を踏まえたうえで慎
重に判断することが肝要です。

ｰ 4 ｰ



相続後の運用で揉めてしまう!?
『不動産の共有名義』のデメリット

相続時、基本的に不動産は
法定相続人の共有となる

相続時、基本的に不動産は
法定相続人の共有となる

暮らしとお金の教養講座

将来に備えて知っておくべき !  相続とお金の情報マガジン

　成年後見制度は、まだ十分な判断能力があるうち
に後見人をつける『任意後見制度』と、認知症などに
なってしまった後で法的に後見人をつける『法定後
見制度』に分けられます。
　いずれの場合も、成年後見人が行うことができるの
は、本人の療養看護に関する法的なサポートや、本
人のための財産管理（処分など限定的）です。具体
的には、本人名義の預貯金や不動産などの財産管
理や処分、日用品の購入や支払、年金の管理、介護
サービスの契約や支払、自宅の管理や賃料の支払な
どです。成年被後見人の不利益になる行為はしては
いけないので、本人の財産を勝手に親族に贈与する
ことや、本人が所有している不動産の積極的な運用
や投資などは、原則としてできません。

遺産を相続するとき、相続人が複数になるケースは非常に多いでしょう。相続財産に不動産が
ある場合、これを複数の相続人の共有名義にすると相続後の運用で揉めるリスクがあります。
今回は、不動産を共有することのデメリットとその回避策について解説します。

　認知症には波があり、本人の調子がよいときもあり
ます。「念のために成年後見人をつけておき、調子が
よくなったら外せばいい」と軽く考えていると注意が必
要です。任意後見であれ法定後見であれ、成年後見
人を外すときには正当な事由がなければならず、裁
判所の許可（申立てや監督人の選定など）が必要に
なるからです。
　また、子どもや親族など、本人の近くにいて日常的
にお世話ができる人が成年後見人になるケースもあ
れば、弁護士や司法書士などの専門家に依頼する
ケースもあります。後者の場合は報酬が発生し続ける
ことも考慮しなくてはなりません。
　成年後見制度の利用は、以上を踏まえたうえで慎
重に判断することが肝要です。

ｰ 4 ｰ


